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第Ⅰ編 電話網からIP網への円滑

な移行の在り方について



PSTNが担う基本的な役割
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競争事業者は、ＮＴＴ
東西のネットワーク
（ＩＣ交換機やＧＣ交換
機、ドライカッパ）に接
続することで、自社電
話ユーザからＮTT東西
の電話ユーザへの着
信やマイラインなど多
様な競争的サービスを
提供することが可能。

他事業者がNTT東西のIC交換機にそれぞれの自社網を接続することにより、多くの事業者網間の間接接続が実現し、他事業者同士の電話ユーザの
通話や番号ポータビリティの提供等において、ネットワークの効率的な構成が可能となっている。

NTT東西の電話網（ＰＳＴ
Ｎ）は、多数の加入者を
収容し、加入電話、公衆
電話、ＩＳＤＮをはじめとす
る多様なサービスを通じ、
国民・企業の社会経済活
動に不可欠な基本サービ
スを提供。

■IGSを介した事業者間接続
■番号ポータビリティ実現機能
■0120等の着信課金番号 等

■マイライン（他事業者中継網の選択機能）
■ドライカッパによる直収通話 等

■PSTNが担う基本的な役割について、ＩＰ網においてどのように実現されるべきかが課題となる。
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継続性

PSTNにおいて「できていたこと」の維持

予見性・透明性

ＰＳＴＮからＮＧＮへの移行の「見える化」

発展性・柔軟性

ＮＧＮにおいて「できること」の確保

【利用者対応面】

① 移行計画の策定、利用者への周知

② 基本的なサービスの維持、利用しやすい代替サービスの提供等を通じた利用者の保護

③ IP網の特質を活かしたサービスの開発等を通じた自主的な移行の促進 等

【事業者対応面】

① PSTNにおける競争環境の確保

② NGNにおける競争環境の整備

③ NGNにおけるハブ機能の在り方の検討 等

PSTNの果たす基本的役割

このような視座を共有した上で、電話網移行に伴う個別の課題について検討

☞ 今後、ＮＧＮがこうした役割を担う場合、各役割について円滑な移行を確保していくことが必要。

円
滑
化
に
向
け
た

基
本
的
な
考
え
方

◆ 検討すべき個別の課題の例 ◆

① 基本サービスの提供 （加入電話等多数の加入者を収容し、国民・企業の社会経済活動に不可欠な基盤を提供）

② 競争基盤の提供 （事業者間接続等を通じて多様なサービスの提供を可能とし、料金の低廉化や利活用を促進）

③ ハブ機能の提供 （他事業者網同士の中継等を通じてネットワーク全体の効率化に貢献）

検討の基本的な視座 3
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NTTフレッツ光契約率

他社光アクセスサービス利用率

（%）

1,502万契約
（うちNTTは1,113万契約）

1,780万契約
（うちNTTは1,325万契約）

2,023万契約
（うちNTTは1,506万契約）

2,305万契約
（うちNTTは1,716万契約）

アクセス網の現状

■現在光アクセスのカバー率は９割程度だが、利用率は４割程度にとどまっている。

■光アクセスの整備状況

■光アクセスサービス利用率

FTTHが利用可能な世帯

【H20年度末】

【H21年度末】

１２．１％

８９．４％ １０．６％

【H22年度末】

９．６％

FTTHが利用不可能な世帯

（総務省調べ）

（総務省調べ）

（※）H23年度末はNTT計画値を元に、他社サービス契約数とNTTフレッツ光契約数が同率で拡大するとの仮定を置いて推計

９０．４％

８７．９％
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電気通信事業法における消費者保護ルールについて

電気通信事業法

電気通信役務の円滑な提供を確保するとともにその利用者の利益を保護し、もつて
電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保を図り、公共の福祉を増進する

電気通信事業法の
消費者保護ルールに関するGL

提供条件の説明（第26条）

苦情等の処理（第27条）

事業の休廃止（第18条第３項）

利用の公平（第６条）

契約約款の届出、公表（第19条、第20条、第23条） 提供義務（第25条）

電気通信役務に係る主な規定

電気通信事業法、電気通信事業法施行規則の規定に
基づく消費者保護ルールについて、規定の趣旨や内
容をわかりやすく説明し、電気通信事業者が自主的
に取ることが望ましいと考える対応などについて示
したもの

電気通信事業法施行規則第13条
・利用者への周知に関する期間※

・周知の方法 等
について規定

電気通信事業法施行規則第２２条の２の２
・対象となる電気通信サービス
・説明の方法
・説明の時期、説明事項 等
について規定

※「休廃止する日の少なくとも１月前までを目途として周
知させることが必要と考えられる。」

～ＧＬ 第１章 ３(1)周知させる時期

メタル回線撤去に関する４年前通知（第61条第３項）

業務の方法、役務についての利用者からの苦情等について適切かつ迅速に処
理しなければならない

契約締結に際して料金その他提供条件の概要について説明しなければならな
い

事業を休止又は廃止しようとするときは、利用者に対し、その旨を周知させ
なければならない

電気通信役務の提供について不当な差別的取扱いをしてはならない

第一種指定電気通信設備に関する接続約款

※

※第２６条の対象となるサービス

• 第２６条は、主に消費者を対象とし、かつ日常生活で多様
されるサービス（電話、ＩＳＤＮサービス、携帯電話、インター
ネットサービス、ＩＰ電話等）が対象。

• 付加的なサービス（転送サービス、発信電話番号通知サー
ビス、キャッチホンサービス等）や法人向けサービス等は対
象外。
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モバイル通信の進展

■モバイル通信トラヒｯクはスマートフォン利用者の増加や動画等の大容量コンテンツの利用の増加等によりトラヒｯクは急増。年間約２倍
のペースで増加している。

■モバイル通信の大容量化に伴い、固定ブロードバンド回線へのオフロード等が検討されていること等、新たな課題への対応が求められる
状況にあり、その進展によりＩＰ網への移行を含む利用環境に与える影響も大きく変わり得る。
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11.0%増
（年率51.9%増）

41.0%増
（年率98.9%増）

15.3%増
（年率76.9%増）

年80.6%増

13.2%増
（年率64.2%増）

47.6%増
（年率118.0%増）

17.5%増
（年率90.4%増）

年96.3%増

月間平均トラヒック １加入者あたりの平均トラヒック

スマートフォンの普及予想

スマートフォン利用者増等によりトラヒックは急増。
今後さらなるトラヒック増が予想される。

H26年度には
過半数を超える
見込み

＜テザリング＞

 スマートフォン等をアクセスポイントとし、パソコンやゲーム機器等の様々なWi-Fi
対応機器等をインターネットに接続する機能。

 NTTドコモ、KDDI、イー・アクセス等でサービスを開始。これにより移動通信のトラ
ヒックがさらに増大することが見込まれる。

インターネット

（総務省調べ）

（MM総研調べ）

（%）（万契約）
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2010年 2015年頃 2020年頃 2025年頃

サ

ー

ビ

ス

相

互

接

続

廃止サービスに関するユーザ周知
代替サービスへの移行

ＩＰ網同士の接続に向けた
関係事業者による意識合わせ

サービスの順次廃止

廃止サービスに関するユーザ周知
代替サービスへの移行

ＰＳＴＮ（コアネットワーク）の
ＩＰネットワークへの
マイグレーション

マイグレーション
に先立ち

提供を終了する
サービス

マイグレーション
に合わせて

提供を終了する
サービス サービスの順次廃止

順次ＩＰ網同士の接続を開始

ブロードバンド
サービス

Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
交
換
機
の
寿
命

ブロードバンドサービスの普及促進

「ＰＳＴＮのマイグレーションについて～概括的展望～」（抜粋）（ＮＴＴ東西・２０１０年１１月２日発表）

■NTT東西は「概括的展望」において以下のスケジュールを描いているが、個別サービスの終了時期、具体的な移行方法等の具体的な内

容についてさらなる情報開示が必要とする意見が示されている。

■移行スケジュールについて、NTT東西は交換機の装置寿命を踏まえ、移行完了時期を遅らせることは困難だが、関係者との同意が得ら

れる場合は計画の前倒しの可能性は否定されないとする一方、競争事業者や利用者からは計画の前倒しまたは後ろ倒しを求める等

の様々な意見が示されている。

ＮＴＴ東西「概括的展望」における移行スケジュール

（NTT東西資料参照）
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加入者線交換機について

既存ノード 新ノード

Ｄ７０

ＩＳＭＲＴ ＲＳＢＭ ＳＢＭ

ＡＳＭ

 Ｄ７０ …1984年より導入が開始されているディジタル回線交換用の加入者線交換機。アナログ回線の利用者を収容。
 ＩＳＭ …D70交換機に付加し、ＩＳＤＮサービスを提供する装置。回線交換機能・回線交換関連の付加サービス機能・パケット交換呼の接続機能等を具備。
 ＲＴ …利用者をD70設置局へ遠隔収容するための装置。アナログ/ISDN回線の利用者を収容。

 ＡＳＭ …1996年より導入が開始されている回線交換系の接続処理とパケット情報の転送処理等を行う装置。Ｄ７０とＩＳＭの機能を併せ持った装置。
 ＳＢＭ …ＡＳＭに接続される加入者収容装置であり、ＡＳＭビル設置用のＳＢＭ－ＣとＡＳＭ未設置ビル用のＳＢＭ－Ｓがある。
 ＲＳＢＭ…利用者をＳＢＭ設置局へ遠隔収容するための装置であり、ＩＳＤＮ回線の利用者を収容。

■現在、NTT東西は加入者線交換機として、下記の既存ノードと新ノードを利用。

■２０１５年を既存ノード交換機の新ノード交換機へ置き換えを目標としており、さらに、２０２０年に新ノードも保守限界を迎えることから、

IP網へのマイグレーションが必要であるという主張がなされている。
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ＮＴＴ東西のサービス終了に向けた取組み例

事前対応

新規申込受付終了の公表 サービス終了の公表

お客様周知 最終周知

サービス終了

端末メーカーや接続事業
者等への対応

 様々な媒体で周知
 代替サービス等の提案
 法人向けサービスの場合、個別訪問
 問合せセンタの設置

契約を継続している利用者へ、
サービス終了日を改めて周知の
うえ、代替サービスを提案

お客様周知

端末メーカーや接続事業
者等への対応

サービス終了日を改めて周知の上、
代替サービスを提案

 様々な媒体で周知
 代替サービス等の提案
 法人向けサービスの場合、個別訪問

事前対応

新規販売停止・サービス終了の公表

お客様周知 最終周知

サービス終了

２～３年程度

（例）
• ダイレクトメール
• 電話での案内
• 請求書に案内同封

（例）
Lモード

 2006/11/1
新規申込受付終了を公表

（11/30 実施）

 2009/3/30
サービス終了を公表

☞
 2010/3/31

サービス終了
3年4か月

代替サービス：フレッツ光
☞

パンフレット配布等で周知

（
利
用
の
度
に
契
約
）

都
度
利
用
の
サ
ー
ビ
ス

半年程度

 2007/3/31
サービス終了

☞

☞

 2006/12/5
サービス終了を公表

4か月
代替サービス：104番号案内（インターネット）

（例）
あんないジョーズ

（契
約
期
間
中
継
続
的
に
利
用
）

基
本
的
な
サ
ー
ビ
ス

■ＮＴＴ東西は、過去に終了させたサービスにおいて以下のような取組を行っている。

■ＩＰ網への円滑な移行を行うためには、可能な限り早期から利用者周知を行うことが有効。
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ＰＳＴＮとＮＧＮにおける提供サービスの例

PSTN NGN

個人
向け

音声
・

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

○加入電話（３級局・住宅用）
基本料 ¥1,785／月
通話料 ¥8.925／３分（市内・昼間）

○フレッツ光ネクスト(ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟ100Mbps)
利用料 ¥5,460／月 ※屋内配線利用料・機器利用料込み
＜フレッツ光ライトの場合 利用料 ¥2,940／月＞

○ひかり電話 ※フレッツ光ネクスト等の契約が必要
基本料 ¥525／月
通話料 ¥8.4／３分

○フレッツＡＤＳＬ（モアⅢ47Ｍﾀｲﾌﾟ）
利用料 ¥2,940／月 ※電話共用型

データ
○ＩＳＤＮ（INSネット64・住宅用） ※ダイヤルアップ接続

利用料 ¥2,919／月
通信料 ¥8.925／３分

法人
向け

音声
・

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ

○加入電話（３級局・事務用）
基本料 ¥2,625／月
通話料 ¥8.925／３分 （市内・昼間）

○フレッツ光ネクスト(ﾌｧﾐﾘｰﾀｲﾌﾟ100Mbps)
利用料 ¥5,460／月 ※屋内配線利用料・機器利用料込み

○ひかり電話オフィスＡ ※フレッツ光ネクストの契約が必要

基本料 ¥1,155／月
通話料 無料～¥10.5／３分 ※ﾌﾟﾗﾝや通話先により異なる

○フレッツＡＤＳＬ（モアⅢ47Ｍﾀｲﾌﾟ）
利用料 ¥2,940／月 ※電話共用型

データ
○ＩＳＤＮ（INSネット1500）

回線使用料 ¥32,550／月
通信料 ¥8.925／３分

○ひかり電話ナンバーゲート(100Mbps)
利用料 ¥178,500／月
データコネクト通信料 ¥６.３／3分(課金は３０秒単位)

※利用帯域64kbpsまで

（価格は税込）

NTTドコモ （タイプＳバリュー） aｕ （プランＳシンプル） ソフトバンク （ホワイトプラン（※1））

基本料金 ¥1,575／月 （ひとりでも割、ファミ割Max（※2）を
利用時）
（無料通話 2,100円分）

¥1,627／月 （誰でも割（※2）利用時）
（無料通話 2,100円分）

¥980／月

通話料（※２） ¥37.8／分 ¥33.6／分 ¥42／分 （１時～２１時の間、ソフトバンク及びディス
ニーモバイルへの通話は無料）

データ通信料（※３） ¥5,460／月 （定額：パケ・ホーダイ フラット利用時） ¥5,460／月 （定額：ISフラット利用時） ¥4,410／月 （定額：パケットし放題フラット利用時）

※１ ２年間の継続契約が必要（途中解約をする場合の解約料は9,975円）。
※２ 基本料が50％割引となるサービス。 ２年間の継続契約が必要（途中解約をする場合の解約料は9,975円）。
※３ スマートフォン利用を想定。

（各社のHPより総務省作成)
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7.1%

13.1%

19.1%

25.1%

31.1%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

H17 H18 H19 H20 H21 H22

0ABJーIP電話についての意識①

（加入電話に占める0ABJ IP電話の比率）

順調に増加

（IP電話に変更したい理由）

（料金比較）

NTT加入電話 ひかり電話

基本料 1,785円（３級局・住宅用） （フレッツ光基本料：5 460円）+525円

通
話
料

固定電話
（円/３分）

8.925円（市内、昼間）
21～84円（市外、昼間）（※1）

8.4円

携帯電話
（円/分）

16.8～18.375円
（識別番号利用時）

16.8～18.375円

国際電話
（円/３分）

160円
（米国本土、昼間）（※2）

27円
（アメリカ本土）

インターネット利用のニーズがある場合には、基本料、
長距離、国際電話は加入電話より割安となる。

（※１）県間通話にNTTコミュニケーションズのプランを利用した場合
（※２）NTTコミュニケーションズのプランを利用した場合

利用者に新たなサービスへの変更を促すために
は利用中のサービスとの継続性・代替性が求めら
れると言える。

（総務省調べ）

（IP電話変更意向者対象：N＝98）

（アンケート：2010年７月調査 ＮＴＴ資料を引用）

（年度末）

■近年、0ABJ  IP電話の加入者数は順調に増加。
■現在、0ABJ  IP電話においては、移行先サービスの料金の低廉性、サービス品質への信頼性（ＰＳＴＮ加入電話と同等の音声品質、安定品質を確

保）、現在の電話番号や機器の継続利用可能性、緊急通報（１１０番、１１９番等）の利用可能性といった点が評価されている。
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1.0
1.1
2.3
2.3
3.6

9.6
18.5
18.6

23.4
26.3

51.9

0 10 20 30 40 50 60

故障時や災害時でもつながりにくくならないこと

故障時等におけるサポートが充実していること

その他

盗聴などのセキュリティに特に不安はない こと

利用中のオプショ ンサービスが利用できること

緊急通報が利用できること

既存の電話機等の機器が利用できること

特になし

通信品質が他の電話と変わらないこと

利用中の電話番号が継続して使えること

通話料金が安いこと

利用料金が安いこと

当てはまるもの全て 最も当てはまるもの

1.3
1.3
1.6
2.9
3.4
4.9
5.9

10.6
10.9
11.2

13.2
24.2

41.7

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45

電話機等の交換が必要になること

盗聴などセキュリティに不安があること

オプショ ンサービスが使えなくなること

故障時等におけるサポートが悪いこと

電話番号の変更が必要となること

緊急通報が利用できないこと

音声品質等、通信品質が悪いこと

利用料金が高いこと

その他

故障時や災害時にはつながりにくい こと

あまり通話料金が安くないこと

停電時に利用できないこと

特になし

当てはまるもの全て 最も当てはまるもの

5.8
55.6

49.5
42.2

9 9
10.3

4.5
4.6

10.0
3.7

21.6
8.9

13.6
16.3

35.6
23.3

34.2

0 10 20 30 40 50 60

その他

IP電話のことがよく分からないから

固定電話をあまり使わず、今のままで問題がないから

IP電話に変更するのが面倒だから（手続き や設定等）

故障時等におけるサポートが不安だから

停電時に利用できなくなるから

利用中の電話機等の機器が利用できなくなるから

利用中のオプショ ンサービスが利用できなくなるから

緊急通報が利用できないから

ブロードバンドサービスの未提供エリアだから

現在の番号を使い続けたいから

盗聴などに対するセキュリティに不安があるから

故障時や災害時につながりにくくなるから

通信品質が悪そうだから

工事費がかかるから

通信料金があまり安くならなさそうだから

利用料金が高くなるから

当てはまるもの全て 最も当てはまるもの

 現在利用しているサービスの移行に対する利用者の懸念は、移行に対する理解不足に起因することが多いため、円滑な移

行には十分な利用者周知が重要であると考えられる。

（アンケート：2010年７月調査 ＮＴＴ資料を引用）

変更手続きの手間や、理解
不足に起因する懸念が中心

料金負担への懸念が存在

2 2

10 5

5

76 半年以内

1年以内

3年以内

5年以内

5年以降

変更したくない

に変更
を希望

IP電話に変更したくない理由 （IP電話変更意向のない人対象：N＝297）
約８割が変更を
希望していない

（加入電話からＩＰ電話への変更に対する意識）

＜IP電話の不満点＞

一度利用し始めると
不満は少ない

＜IP電話の満足点＞

（加入電話からＩＰ電話への変更後の意識）

料金の安さ、サービスの継続
性に対し満足度が高い

（IP電話ユーザ：N=107）
（IP電話ユーザ：N=107）

60.
3

0ABJーIP電話についての意識② 12



局給電について

１．アナログ電話用設備：局給電あり（事業用電気通信設備規則第27条）

メタル2線 電話
ネットワーク

・NTT局（交換機）からの給電により、停電時も利用可能。
・他方、FAX機と一体である電話機等、停電時に発着信不能となる電話機も存在。

２．ISDN用設備：局給電あり（事業用電気通信設備規則の規定なし）

ISDN
ネットワークTA DSU

メタル2線メタル4線

・NTT局(交換機）からの給電により、停電時も利用可能。
・他方、小型軽量化等の理由から受電機能が搭載されていないTAが多い。そこで停電対策

として、電池によるバックアップで１ポートを利用できる機能を付加したTA等で対処。

３．ひかり電話用設備：局給電なし（事業用電気通信設備規則の規定なし）

宅
内

宅
内

宅
内

ひかり電話
ネットワーク

メタル2線 VoIP
ルータ

ONU

・停電時は利用不可。
・停電対策として右記のサービスで対処。

FTTH

ひかり電話端末機器の停電対策現在の給電の状況

☞ひかり電話停電対応機器
（停電対応電源アダプタ及び停電対応電源アダプタ用
電池ケース」）（NTT東日本）

 価格：月額525円
 給電時間：約20分

☞「あんしんホッとサービス」（NTTファシリティーズ）
（NTT東日本地区のみ）

 価格（UPS販売価格）：
Ａ（接続機器：最大180W）22,050円
Ｂ（接続機器：最大400W）31,500円

 給電時間：
Ａ（接続機器の合計が33Wの場合）約30分
Ｂ（接続機器の合計が80Wの場合）約30分

「ひかり電話停電安心サービス」 （NTTネオメイト）
（NTT西日本地区のみ）

VoIP
ルータ

停電用
アダプタ

電池
ケース

AC

VoIP
ルータ

ONU

UPS AC

ACACAC

■現在のＰＳＴＮを利用する固定端末においては、停電時も通信に必要な必要電力がＮＴＴのアクセス回線を通じてネットワーク側から供給されるため
（局給電）、一定時間内の通話は可能。他方、ＮＧＮで光アクセスを利用する固定端末においては、通話ができない場合がある。
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ＮＴＴ東西が想定する代替サービス例

ターミナル
アダプタ

電話機

ＦＡＸ

パソコン

最大100ｃｈまでご利用可能 ＰＢＸ

電話機

ＦＡＸ

パソコン

ONU/HGW

※Ｇ４ＦＡＸ等、ＩＳＤＮ専用端末の場合は、端末の取替が必要

ＩＮＳネットについて

ＰＢＸ

ＩＳＤＮ１５００をオフィスの
音声回線（２３ｃｈ）で利用

①ＩＳＤＮ６４を電話、ＦＡＸ、インターネットで利用

②ＩＳＤＮ１５００をオフィスの音声回線（２３ｃｈ）で利用

※ＩＳＤＮ専用のビジネスホンやＰＢＸの場合は、アダプタ設置

もしくは端末の取替が必要

ＩＳＤＮ

DSU

DSU

DSU

クレジット決済端末

③ＰＯＳ、ＡＴＭ、クレジット決済システムに利用

ONU/HGW

ONU/HGW

ONU/HGW

クレジット決済端末

ＩＰ網

フレッツ光+ひかり電話

フレッツ光+ひかり電話オフィスＡ

フレッツ光+データコネクト
+ひかり電話ナンバーゲート

※ＩＳＤＮ専用クレジット端末場合は、端末の取替が必要

信号監視サービス

警備保障会社

コントローラー

信号送出
装置

ＮＴＴ東西局

加入電話

セ
ン
タ
装
置

信号検出
装置

交換機

信号監視通信サービス

加入電話

信号を送出し監視

加入電話

信号を送出し監視 断線等の異常を検
知した場合、センタ
に通知

警備保障会社

コントローラー

伝送装置ONU/HGW

フレッツ光 イーサ

終端
装置

セ
ン
タ
装
置

ＮＴＴ局 ＮＴＴ局

無線アダプタ
携帯電話を利用した監視(参考）

センタ側から監視信号を送出し、
信号が正常に到達するかを確認

インター
ネット IP-

VPN

フレッツ光

※コントローラーがインターネット未対応の場合は、

コントローラーの交換または伝送装置が必要

※イーサに対応した終端装置が必要

（ＮＴＴ東西資料参照）
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42.4

7.5

3.2

19.0

14.7

32.0

20.5

6.7

33.1

34.2

17.5

37.9

38.8

39.3

39.3

0.

34.1

51.3

11.6

11.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

宅内機器の取り換えが必要

昼間１～２時間程度電話不通

深夜１～２時間程度電話不通

自身で宅内機器設工事が必要

作業員が訪問工事が必要

困る やや困る それほど困らない 困らない

 集合住宅や雑居ビルにおける当社の光サービスの提供にあたっては、構内配線にメタルを使用するＶＤＳＬ方式と、お客様の居室まで光配線を敷設する光配

線方式の２つの方法がある。当社としては、光ならではのサービス（テレビ視聴等）を利用可能な光配線方式を推進しており、多くのお客様にご利用いただいて

いるところ。

 光配線方式は構内に光配線を敷設する必要があるため、

・デベロッパや住宅管理会社との連携による新築物件への光回線設備の先行導入

・既設配管の空きスペースへの通線を容易にする「細径低摩擦インドア光ファイバ」の開発・実用化

等に取組み、円滑にお客様にサービス提供できるよう取り組んできた。

 ただし、光配線が可能な配管がなく、かつＶＤＳＬ集合装置を設置するスペースがない、といった物件も存在する。このような物件に対しては、外壁配線や新た

な配線用設備の設置等の代替手段を提案し、対応を進めているところ。

しかしながら、外壁配線による建物美観の棄損を回避したいとか、新たな配線用設備の施工コストについて、住民や管理組合等の同意がいただけないといった

ケースがあり、現時点では光サービスを提供できていない物件があることは事実。

 当社としては、例えば外壁配線が建物美観を損ねないような施工方法の工夫や、当社の光サービスの使い勝手や魅力を向上することにより、集合住宅や雑

居ビルに光サービスを導入するメリットを高め、住民や管理組合等の方々にご理解いただけるよう取り組んでいく。

集合住宅や雑居ビルの光化の取組（9月20日 ＮＴＴ東西提出資料抜粋）

光回線の契約に関する利用者対応

（電話サービスの設備更改に伴う工事に対する意識）
（N=393 加入電話回線利用者）

3.4

1.3

75.4

21.8

24.9

15.2

88.1

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

特になし

その他

訪問工事する際の事前連絡を希望

深夜等固定電話の非利用時間における工事を希望

近所一斉の工事をすることで工事時間が

短縮される場合は希望時間でなくてもいい

近所一斉の工事をする場合希望時間でなくてもよい

時間の指定を希望

（訪問工事に対するユーザの要望） （N=393 加入電話回線利用者）

利用者の意識

（アンケート：2010年７月調査 ＮＴＴ資料を引用）
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局舎
他事業者 他事業者

ＭＤＦ

各戸へ

メタル用設備 光用設備

光ファイバ回線

メタル回線

ＦＴＭ

他事業者

局舎
他事業者 他事業者

ＭＤＦ

各戸へ

メタル用設備 光用設備

光ファイバ回線

メタル回線

他事業者

コロケーションスペースに空きがない場合の対応・手続の簡素化等

ＦＴＭ ＦＴＭ
光用設備

ランク スペース

Ａ １８架以上

Ｂ
１８架未満～６

架超

Ｃ ６架以下

Ｄ 空きなし

②ＮＴＴ東西収容ビル
へ接続事業者が設
備をコロケーションす
る際の手続きが複
雑・リードタイムを短
縮すべき

ＮＴＴ東西（管理部門）に対
し設備増設を義務づけ

①数ヶ月連続してＤランク
（利用不可）の収容局

実際に空きスペースがない場合

ＮＴＴ東西の利用部門も同
様に利用できないか検証

【接続事業者からの課題提起】

■ 接続事業者がＦＴＴＨサービスの展開エリアを拡大するにあたっては、ＮＴＴ局舎に自らの設備をコロケーションする必要がある
ことから、電気通信事業法及び施行規則により、コロケーション設備を設置するための空きスペースに関する情報について、情
報開示方法や申込手続等を接続約款に定めるようＮＴＴ東西に義務づけている。これを受け、ＮＴＴ東西は、接続事業者に対し、
コロケーションスペースの空き情報をランク別（Ａ～Ｄ）に開示するなどしている。

■ 接続事業者からは、ＮＴＴ東西（利用部門）との同等性を検証しつつ、①コロケーションスペースに長期間にわたり空きがない
（Ｄランク）場合のＮＴＴ東西（管理部門）に対してスペース増設を義務づけることや、②申込手続の簡素化、③リードタイムの短
縮化が求められている。
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